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第１ 目 的 

本指針は、千葉市揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関す

る条例（平成１９年条例第５６号。以下「条例」という。）第３条の規定により大気汚

染防止法（昭和４３年法律第９７号）第１７条の３に規定する事業者が自主的に行う揮

発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。）の排出及び飛散の抑制のための取組（以下

「自主的取組」という。）の促進に関し必要な事項を定める。 

具体的には、ＶＯＣ含有原材料の使用、貯蔵等を行う事業者がＶＯＣの使用の削減、

改善等といった対策を自主的に講じることにより、その事業活動に伴うＶＯＣの大気中

への排出及び飛散を効果的に抑制する取組について留意すべき事項を定める。 

なお、本指針における用語の定義は、大気汚染防止法及び条例に規定する定義に従う。 

 

 

 

第２ 背 景 

光化学オキシダントや浮遊粒子状物質に係る大気汚染の改善のため、工場・事業場の

固定発生源からのＶＯＣの排出及び飛散を抑制することを目的とした大気汚染防止法の

一部を改正する法律（平成１６年５月２６日 以下「改正法」という。）が公布され、

平成１８年４月１日から施行されている。 

この改正では、ＶＯＣの排出及び飛散の抑制に当たって、自主的取組を評価し、促進

することを基本とし、法規制は限定的に適用するという、従来の公害対策にはない新し

い考え方に基づいて、「法規制」と「自主的取組」の双方の政策手法を適切に組み合わ

せて相乗的な効果を発揮させる（ベスト・ミックス）こととしている。 

さらに、ベスト・ミックスを基本として規制対象施設の限定を行った結果、固定発生

源からのＶＯＣの排出量及び飛散の量（以下「排出等の量」という。）を平成１２年度

から平成２２年度までに３割削減するという目標において、規制により削減するのは１

割分程度と見込まれ、自主的取組に委ねる割合は２割分程度と非常に大きなものとなっ

ている。 

本市では、昭和６１年度から千葉県炭化水素対策指導要綱、平成４年度からは千葉市

炭化水素対策指導要綱により、ＶＯＣ排出抑制指導を行っていることや光化学スモッグ

注意報の発令日数が、県内でもワースト上位で推移していること等の特別の事情を抱え

ている。 

このことから、同排出抑制指導の継続と改正法が期待する自主的取組によるＶＯＣ削

減を合わせて促進するための条例を平成１９年１２月１９日付けで制定した。 

 

 

 

第３ 自主的取組による揮発性有機化合物の排出量及び飛散の量の削減に関する 

目標 

  改正法の趣旨によると、「光化学オキシダント及び浮遊粒子状物質による大気汚染を

改善するため、その原因物質の一つであるＶＯＣについて、平成２２年度までに、工場

等の固定発生源からのＶＯＣ排出総量を平成１２年度比で３割程度抑制することが必要

と見込んでいる。」としている。 

  そこで、千葉市全体として、平成１２年度のＶＯＣ排出等の量を基準として平成２２

年度までに改正法の濃度規制による削減の見込み量（１割程度）と自主的取組に基づき

削減すべき量（２割程度）を含めた３割の削減を目指すこととする。 

 



第４ 自主的取組の方法 

事業活動に伴いＶＯＣを大気中へ排出又は飛散する市内事業者（以下「ＶＯＣ排出等

事業者」）は、改正法の趣旨に基づいて自主的取組を行う。 

また、自主的取組の実施に当たっては、次の事項に留意する。 

 

１ ＶＯＣの排出及び飛散の抑制に関する情報の収集 

ＶＯＣ排出等事業者は、国、県、市及び業界団体等が作成する資料の収集、これらの

機関が開催するセミナー等への参加によりＶＯＣの排出及び飛散の抑制に資する技術

情報、製品情報等の収集に努める。 

 

２ ＶＯＣの排出又は飛散の実態の把握 

ＶＯＣ排出等事業者は、ＶＯＣの使用量及びＶＯＣ処理装置の稼働状況及び処理効率

から、工場又は事業場から大気中に排出又は飛散されるＶＯＣの実態を把握する。 

なお、工場又は事業場から大気中に排出及び飛散されるＶＯＣ量の算定方法には次の

方法があり、自社の施設に適した方法を選択する。 

 ア 物質収支による方法 

   使用しているＶＯＣ含有原材料の購入量、在庫量等から年間使用量を求め、年間原材

料使用量にＶＯＣ含有率を乗じる方法 

 イ 排出係数による方法 

   日本産業洗浄協議会が洗浄施設に係る塩素系溶剤については排出係数の参考値を示

しているほか、ＶＯＣ関連の業界団体が業界で使用している排出係数や計算方法を示し

ており、これらの排出係数に年間使用量を乗ずる方法 

 ウ 物性値から理論的に推計する方法 

   固定屋根式貯蔵タンクにおける受入ロスの排出ガス濃度のように、強制通気がない状

態で排出される場合は、飽和蒸気圧等の物性値から、液面に接するガス中の濃度を求め、

それに排出ガス量を乗じる方法 

 エ 実測による方法 

    排出ガスを分析してＶＯＣ濃度を測定し、排出ガス量を乗ずる方法 

 

３ ＶＯＣの排出又は飛散の防止対策の内容 

ＶＯＣ排出等事業者は、ＶＯＣの取扱い実態に即して、技術的かつ経済的に最も適切

な排出及び飛散の抑制方法の導入に努める。 

なお、ＶＯＣの排出又は飛散の防止対策として次の手法がある。  

 ア 原材料対策による手法 

原材料対策によりＶＯＣの排出量を抑制する手法としては、溶剤の低ＶＯＣ化、非Ｖ

ＯＣ化、ハイソリッド塗料等溶剤含有率の低減、粉体塗料等のＶＯＣが不要な原材料の

使用等がある。 

また、屋外塗装などの屋外作業に伴ってＶＯＣを大気中へ飛散させる作業についても、

ＶＯＣを含有しない、又は含有率が尐ない塗料を選択することにより、ＶＯＣの大気中

への飛散の抑制が可能である。 

 イ 工程管理による手法 

工程管理によりＶＯＣの排出量を抑制する手法としては、ふた閉め等溶剤管理の徹底、

効率の向上による塗料等使用量の削減、作業工程見直しによるふた開放時間等の短縮等

がある。  

 ウ 施設の改善による手法 

施設の改善によりＶＯＣの排出量を抑制する手法としては、施設の密閉化等の蒸発防



止策、冷却装置の増設による蒸発量の減尐及び回収量の増加、塗装の色替え時の洗浄ラ

インの短縮による溶剤使用量の削減、製造設備の集約化等がある。  

 エ 処理装置による手法 

処理装置によりＶＯＣの排出量を抑制する手法としては、直接燃焼処理及び触媒燃焼

処理等による処理並びに吸着処理による回収・再利用等がある。 

なお、燃焼処理で助燃剤を使用する場合は、硫黄酸化物・窒素酸化物等による大気汚

染を抑制するため気体燃料等のクリーンな燃料の使用に努める。 

また、水溶液にＶＯＣを吸収させ吸収液を排水処理装置により処理する場合は、ばっ

気槽等からのＶＯＣの飛散について留意する。 

 オ その他の手法  

これら以外の手法としては、不良率の減尐による溶剤使用量の削減、余材の削減によ

る塗布面積等の削減、包装材の小面積化等による塗布面積等の削減、製品の無塗装化等

がある。  

 

４ 自主的取組計画の策定 

ＶＯＣ排出等事業者は、計画的にＶＯＣの排出削減を図るため、工場又は事業場ごと

に、基準年度における大気中へのＶＯＣ排出等の量を基準として、目標年度のＶＯＣ年

間排出等の量を指標とする削減目標値を設定するとともに、これを達成するための具体

的方策を定めた「自主的取組計画」の策定に努める。 

なお、「自主的取組計画」の策定に当たっては、次の事項に留意する。 

（１）基準年度 

改正法の目標（固定発生源からのＶＯＣの排出等の量を平成１２年度から平成 ２

２年度までに３割程度削減する。）から、原則として平成１２年度とする。 

しかしながら、平成１２年度の設定が不可能な場合は、平成１３年度以降のうち最

も古い年度に代えることができる。 

（２）目標年度 

「自主的取組計画」に係る目標年度は平成２２年度とする。 

（３）ＶＯＣ削減目標値 

ＶＯＣ排出等事業者は、工場又は事業場ごとに、基準年度における大気へのＶＯＣ

年間排出等の量を基準として、目標年度の年間排出等の量を指標とするＶＯＣ削減目

標値を設定する。 

  ア ＶＯＣ削減目標値の算定方法 

目標年度におけるＶＯＣ年間排出等の量の目標値（①）、基準年度におけるＶＯＣ

年間排出等の量（②）とすると、 

削減率は（②－①）／②×１００％により算出される。 

イ ＶＯＣ削減目標値の設定の考え方 

ＶＯＣ排出等事業者は、削減目標値の設定に当たっては、「第３ 自主的取組によ

る揮発性有機化合物の排出量及び飛散の量の削減に関する目標」に留意することとす

る。 

なお、既に基準年度である平成１２年度において削減対策を講じている工場又は事

業場にあっては３割以下の目標値設定が現実的な場合もある。一方、基準年度におい

て削減対策を講じていない工場又は事業場にあっては、可能な限り高い削減目標を設

定するよう努める。 

また、経済産業省の指導により業界団体がＶＯＣ削減目標を表明しており、多くの

業界団体が３割を上回る目標を設定しているので、自社の属する業界の削減目標値も

参考とする。 



（４）ＶＯＣ削減目標を達成するための具体的対策 

ＶＯＣ排出等事業者は、「３ ＶＯＣの排出又は飛散の防止対策の内容」について

検討し、ＶＯＣの取扱い実態に即して、技術的かつ経済的に最も適切な排出及び飛散

の抑制方法の導入に努める。  

（５）ＶＯＣ削減対策の継続 

     本市では、昭和６１年度から炭化水素対策指導要綱により炭化水素発生施設に対す

る排出抑制指導を行ってきた。 

     条例の施行に伴い同要綱は廃止されるが、ＶＯＣ排出等事業者のうち別表１の施設

の種類の欄に掲げる施設ごとに、同表の規模要件の欄に掲げる規模に該当する施設

（旧炭化水素対策指導要綱対象施設）の設置者又は使用者は、別表１の項に対応した

別表２の主な排出防止対策の欄に掲げる対策を実施するよう努める。 

 

５ 自主的取組計画書・実績報告書の提出 

ＶＯＣ排出等事業者のうち条例第２条第３号の揮発性有機化合物排出事業者は、条例

第７条第１項の規定に基づき、条例第２条第２号の自主的取組対象施設を設置する工場

又は事業場ごとに、「自主的取組計画書（条例施行規則様式第１号）」を作成し、市長

に提出する。 

また、同号の揮発性有機化合物排出事業者は、条例第２条第２号の自主的取組対象施

設を設置していない工場又は事業場についても、条例第７条第２項の規定に基づき、

「自主的取組計画書（条例施行規則様式第１号）」を作成し、市長に提出することがで

きる。 

条例第２条第２号の自主的取組対象施設を設置していないＶＯＣ排出等事業者であ

っても、条例第７条第３項の規定に基づき、「自主的取組計画書（条例施行規則様式第

１号）」を作成し、市長に提出することができる。 

なお、自主的取組計画書を提出したＶＯＣ排出等事業者は、条例第８条に規定する「実

績報告書（条例施行規則様式第３号）」を作成し、市長に提出する。 

 

６ 自主的取組計画の評価 

ＶＯＣ排出等事業者は、ＶＯＣの排出及び飛散の実態及び防止対策の実施状況を把握

することにより、自主的取組計画の進捗状況を把握し、必要に応じ計画の見直しを行う

よう努める。 

 

７ 自主的取組計画・実績の公表 

ＶＯＣ排出等事業者は、自らの自主的取組計画及び実績について、インターネットや

環境報告書により公表に努める。 

なお、市長は、条例第１０条の規定に基づき、ＶＯＣ排出等事業者から提出された「自

主的取組計画書」及び「実績報告書」の内容を定期的に公表することとしている。 

 

 

附 則 

 この指針は、平成２０年３月６日から施行する。 

附 則 

 この指針は、平成２２年９月８日から施行する。 

 



別表 １ 
 

 項  施設の種類  規 模 要 件 

 １  揮発性有機化合物を原材料又は溶剤とし 

 て使用する有機化学工業製品の製造施設 

 一の工場又は事業場における当該施設で製造 

 する当該製品の最大の製造量の合計が１年当 

 たり５,０００トン以上の工場又は事業場に設 

 置されているもの 

 ２  揮発性有機化合物を原材料又は溶剤とし 

 て使用する油脂加工製品、石けん若しく 

 は合成洗剤、界面活性剤又は塗料の製造 

 施設 

 一の工場又は事業場における当該施設で製造 

 する当該製品の最大の製造量の合計が１年当 

 たり１,０００トン以上の工場又は事業場に設 

 置されているもの 

 ３  揮発性有機化合物を使用する施設のう 

ち、次に掲げるもの（次の項に掲げるも 

 のを除く。） 

 イ 塗装施設 

 ロ 印刷施設 

 ハ 接着施設 

 ニ 洗浄施設 

 ホ 動植物油脂製造施設 

 一の工場又は事業場におけるこの項の中欄の 

 イからホまでに該当する施設で使用する揮発 

 性有機化合物の最大の使用量の合計が１年当 

 たり６トン以上の工場又は事業場に設置され 

 ているもの 

 ４  ドライクリーニング施設  一の工場又は事業場における当該施設で使用 

 する揮発性有機化合物の最大の使用量の合計 

 が１年当たり６トン以上の工場又は事業場に 

 設置されているもの 

 ５  ガソリン、原油、ナフサその他の温度３ 

 ７．８度において蒸気圧が２０キロパス 

 カルを超える揮発性有機化合物（以下「 

 高揮発性有機化合物」という。）の貯蔵 

タンク（屋外に設置されているものに限 

 り、密閉式及び浮屋根式（内部浮屋根式 

 を含む。）のものを除く。） 

 容量（危険物の規制に関する政令（昭和３４ 

 年政令第３０６号）第５条第２項の規定に 

 より算出した容量をいう。以下同じ。）が５００ 

 キロリットル以上のもの 

 ６  高揮発性有機化合物を消防法（昭和２３ 

 年法律第１８６号）第１０条第１項に規 

 定する移動タンク貯蔵所又は貨車に充て 

 んし、又は出荷する施設 

 一の工場又は事業場における当該施設に接続 

 されている高揮発性有機化合物の貯蔵タンク 

 （屋外に設置されているものに限る。）の容量 

 の合計が５００キロリットル以上の工場又は 

 事業場に設置されているもの 

 ７  給油取扱所  地盤面下に設置した専用タンクにおいて高揮 

 発性有機化合物を貯蔵する営業用の給油を取 

 扱う施設 

 ８  移動タンク貯蔵所  前欄の給油取扱所に高揮発性有機化合物を運 

 搬する移動式の貯蔵タンク 

 

  注 第１項から第６項までの施設は条例第２条第２号の自主的取組対象施設  

 



備 考 

１ この表において最大の製造量とは、生産施設を通常の状態において最高度に使用し

た場合の生産量をいう。 

２ この表において最大の使用量とは、第３項及び第４項の各施設の有する能力を最大

限活用（最高度に使用）した場合の使用量をいう。 

３ この表に掲げる有機化学工業製品とは、日本標準産業分類上の「有機化学工業製品

製造業」において製造される製品をいう。 

４ この表に掲げる油脂加工製品、石けん若しくは合成洗剤、界面活性剤又は塗料とは、

日本標準産業分類上の「油脂加工製品・石けん・合成洗剤・界面活性剤・塗料製造業」

において製造される製品をいう。 

５ この表に掲げる塗装施設とは、塗装又はこれに付随する乾燥若しくは焼付けの用に

供する施設をいう。また、「塗装」とは、物体の表面に塗料を用いて保護的、装飾的

又は特殊性能を持った塗膜を作る作業のことをいう。 

６ この表に掲げる印刷施設とは、印刷又はこれに付随する乾燥若しくは焼付けの用に

供する施設をいう。また、「印刷」とは、原稿をもとに印刷板を作り、印刷機を用い

て、インキを被印刷物に転移させる行為をいう。 

７ この表に掲げる接着施設とは、接着又はこれに付随する乾燥若しくは焼付けの用に

供する施設をいう。また、「接着」とは、同種又は異種の固体の面と面を貼り合わせ

て一体化した状態にすることをいい、染色整理業における業務（コンバーティング）

であるラミネート（布とフィルムとを接着剤で貼り合わせること。）、コーティング

（布地の表面に樹脂を塗布すること。）、ボンディング（樹脂材料の両面に布を貼り

付けること。）及びディップ（含侵。布地に樹脂を染みこませること。）並びにゴム

引き（ゴム糊を布等に被覆又は含侵すること。）を含む。 

８ この表に掲げる洗浄施設とは、揮発性有機化合物を洗浄剤として用いて、機械器具

や金属板等を脱脂・洗浄する施設をいい、これに付随する乾燥の用に供する施設を含

むものをいう。 

９ この表に掲げる動植物油脂製造施設とは、揮発性有機化合物による抽出により大豆

油、菜種油その他の動植物油を製造する施設をいう。 

10 この表の３の項の規模要件の欄に掲げる揮発性有機化合物の使用量とは、揮発性有

機化合物を含む、インキ、塗料、希釈剤、湿し水、洗浄溶剤、表面加工用溶剤、接着

剤及び抽出溶媒について、揮発性有機化合物の含有量を合計した量をいう。 

11 この表に掲げるドライクリーニング施設とは、揮発性有機化合物をドライクリーニ

ング溶剤として使用するドライクリーニング施設をいう。 

12 この表の６の項の規模要件の欄に掲げる貯蔵タンクの容量の合計には、密閉式及び浮屋

根式（内部浮屋根式を含む。）貯蔵タンクを含む。 

13 この表に掲げる給油取扱所とは、固定した設備によって、自動車等の燃料タンクに

直接給油するため、高揮発性有機化合物を取り扱う営業用の取扱所をいう。 

14 この表に掲げる移動タンク貯蔵所とは、車両（被けん引自動車にあっては、前車軸



を有しないものであって、当該被けん引自動車の一部がけん引自動車に乗せられ、か

つ、当該被けん引自動車及び積載物の重量の相当部分がけん引自動車によってささえ

られる構造のものをいう。）に固定されたタンクにおいて、高揮発性有機化合物を貯

蔵し、又は取り扱う貯蔵所をいう。 

 

 

 

  別表 ２ 
 

 項  主な排出防止対策 

 １  

 処理装置の設置 

 ２ 

 ３  当該施設からの合計揮発性有機化合物排出量を、合計揮発性有機化合物使用量

の50パーセント以下に削減するための、処理装置の設置、原材料対策又は工程 

管理対策等の実施  ４ 

 ５ 密閉式又は浮屋根式（内部浮屋根式を含む。）への改造並びに処理装置の設置 

 ６  移動タンク貯蔵所又はタンク貨車からの高揮発性有機化合物の蒸気を処理する 

 ための蒸気返還装置及び処理装置の設置 

 ７  地下タンク内の高揮発性有機化合物の蒸気を有効に移動タンク貯蔵所のタンク 

内に返還する蒸気返還装置（回収ホースを含む。）の設置 

 ８  給油取扱所の地下タンク内の高揮発性有機化合物の蒸気を有効に移動タンク貯 

蔵所のタンクに回収する蒸気返還装置の設置 

 

備 考 

１ 処理装置とは、吸着、吸収、凝縮、直接燃焼、接触酸化及び蓄熱燃焼の各方式もし

くはこれらの併用方式で処理する装置又はこれらと同等以上の排出防止効果を有する

装置とする。 

２ 処理装置（給油取扱所及び移動タンク貯蔵所に設置した蒸気返還装置は除く。）の

除去率は、摂氏20度において概ね85パーセント以上とする。 

 

 

 


